
　　若者を増やす柱１　　

　　くらしを支える

　　活力を生む柱３　　

　　しごとを生み出す柱４　　

　　　 デジタル技術の活用

　
　人口減少対策総合交付金　　1,000,000千円　〈総企〉
　　⇒事業実施に向けた市町村のバックアップ体制を強化するとともに、共働き・共育てを推進するため、職

員の男性育休取得率の高い市町村に基本配分型を加算する制度を創設
〈移住・定住の促進〉
　UIターン等情報発信事業委託料　　34,774千円　〈総企〉
　　⇒デジタルマーケティングを活用した情報発信のさらなる強化、県内の若者の転職による転出抑制に向

けた定住プロモーションの展開 等
　空き家活用ビジネス促進業務委託料　　4,824千円　〈土木〉　
    ⇒移住促進や地域活性化につなげるため、中山間地域の空き家について、店舗利用などに活用する

事業者等と空き家所有者をつなぐ仕組みを構築
　地域おこし協力隊確保事業委託料　　3,500千円　〈総企〉
　地域おこし協力隊活動支援事業委託料　　5,481千円　〈総企〉
　　⇒市町村における地域おこし協力隊のミッションづくりや情報発信を伴走支援する事業を新たに実施、

協力隊のフォローに関する伴走支援事業の対象市町村を増加
〈新規学卒者等の県内就職の促進〉
　学生と県内事業者の交流事業補助金　　15,000千円　〈商工〉
　　⇒若者の県内就職を促進するため、学生と県内事業者との交流や児童・生徒が職業体験を通じて地

域の仕事や事業者を知る機会を充実
　地域への理解と愛着を育むキャリア教育の推進　　73,755千円　〈教委〉　
　　⇒各地域の特色を生かした「ふるさと学習」やキャリア教育をさらに推進するため、地域の伝統文化や県

内の文化・産業を知る機会を拡充
〈出会い・結婚への支援〉
　メタバース婚活事業実施委託料　　20,000千円〈子福〉
　　⇒独身の若者への場所や時間の制約を受けない新たな出会いの場の環境整備に向けて、メタバースプ

ラットフォームを活用した、対面での交流をためらう方等への出会い・結婚の支援を実施
〈教育の振興〉
　中山間地域の高等学校の魅力化促進　305,825千円　〈教委〉
　　⇒中山間地域の小規模校等が生徒数確保の努力目標に向けて策定するアクションプランを推進、地

域みらい留学等の全国生徒募集に取り組む学校数を増加

　
　集落活動センター推進事業費補助金　　180,476千円　〈総企〉
　　⇒センターの設立を目指す集落を集中的に支援する｢ステップアップ事業｣や、関係人口の創出に係る取

り組みを支援する｢関係人口枠｣を新設
　中山間地域交流促進事業委託料　　11,883千円 〈総企〉
　　⇒集落活動への参加を通じて交流人口の増加や関係人口の創出を図るため、中山間地域と都市部の

方々をつなぐ仕組みを構築
　民俗芸能活性化推進事業費補助金　　2,816千円　〈文化〉
    ⇒伝統芸能担い手支援事業において、県立大学のカリキュラムの中で担い手支援事業と連携し、伝統

芸能への参加を促進

　
〈農林水産業の振興〉　
  スマート農業推進事業費補助金　　41,888千円　〈農業〉
　　⇒軽労化につながる｢アシストスーツ｣等を補助対象機器に追加、自律式、リモコン式草刈り機における

補助限度額の引き上げ
　林業労働環境改善事業費補助金　　14,703千円　〈林業〉
　　⇒技能評価による昇進の道筋を明確にするキャリアパスの導入といった若者等のニーズに合った取組や外

国人材の受け入れ体制の整備に対する支援により林業事業体の労働環境改善の取組を拡大
　水産業デジタル化等推進事業費補助金　　120,000千円　〈水産〉
　　⇒若者や女性が働きやすい環境を整備するため、デジタル機器や省力化機器を総合的に整備　
　　　 した雇用型漁業への転換を推進する事業者を支援
〈地域産業の振興〉　
  事務系企業立地促進事業費補助金　　110,000千円　〈商工〉
　　⇒コールセンター等事務系職場の新増設経費に対する助成により企業の立地を推進し、地域経済の活

性化と雇用機会を拡大
　産業振興推進総合支援事業費補助金　　318,972千円　〈産振〉
　　⇒中山間地域における正規雇用の拡大を図るため、地域アクションプランの実施主体が取り組む設備投

資等への支援を強化
〈起業等の促進〉　
　起業支援業務委託料　　30,669千円　〈産振〉
　　⇒中⾧期的な起業家人材の育成や段階別の起業支援プログラムに加え、中山間地域等での起業に

向けたプログラムや県外の若者等を対象とした体験ツアーを実施
　地域商業機能維持等支援事業　　3,000千円　〈商工〉
　　⇒住民がいきいきと暮らすために必要な商業機能の維持・活性化を図るため、市町村が主体となり、関

係機関や商業者等と協働で計画を策定するとともに、その計画に基づく取組を県と市町村が連携し
て支援
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　携帯電話基地局等強靱化対策事業補助金　　101,200千円　〈総企〉
　　⇒災害発生時の停波を防ぐため、予備電源設置等の強靱化を行う携帯電話事業者等への支援事業

を新設

　中山間対策関連予算（各分野ごとの主要な施策）

　
　中山間地域生活支援総合補助金・交付金　　176,772千円 ※R8債務負担行為含む　〈総企〉
　　⇒生活用水確保等支援事業において、市町村の実質的な財政負担を軽減する交付金制度を創設
　オンライン診療等推進事業費補助金　　23,329千円　〈健康〉
　　⇒地域の医療提供体制の確保に向けた、医療機器や看護師派遣に係る補助上限額の見直し
  小児オンライン相談事業費　　12,018千円 〈健康〉
　　⇒子育ての不安解消に向けて、気軽に小児科医師に相談できるオンライン相談窓口を設置
  分娩待機費用等支援事業費補助金　　3,134千円  〈健康〉
　　⇒医療機関までの移動距離が遠い妊婦の負担軽減に向けた分娩待機にかかる宿泊費の補助対象を

拡大(家族を対象に追加)
　中山間地域介護サービス確保対策事業補助金　　59,073千円　〈子福〉
　　⇒介護サービスの確保を図るため、事業所から遠距離の地域等の利用者に対して介護サービスを提供

した場合の介護報酬への上乗せ補助を拡大
　中山間事前復興まちづくり計画策定指針検討委託料　　14,575千円  〈危機〉
    ⇒他県での内陸部災害からの復興事例を参考に、市町村が中山間地域における事前復興まちづくり計

画を策定する際の参考となる指針を策定

令和７年度予算額〈見積時点〉　　418.6億円
〈R6当初予算額〉　　378.3億円 

46.1億円（R6当初：38.4億円）

218.3億円（R6当初：209.1億円） 

 3.2億円（R6当初：2.7億円）

149.8億円（R6当初：127.9億円）

1.3億円（R6当初：0.2億円） 

新

新

拡

拡

新

新

拡

拡

拡

拡

拡

拡

　

拡

拡

拡

新

柱２　　　

新

拡
拡

拡

拡

新

新
新

資料３ 令和7年1月16日

第２回 

中山間総合対策本部会議

拡


